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仮放免の厳格化
• 2018年2月28日付法務省入管局長指示「被退去強制令書発付者に対する仮放免措置に係る適

切な運用と動静監視強化の更なる徹底について」
「仮放免を許可することが適当とは認められない者」
1. 殺人、強盗、人身取引加害、わいせつ、薬物事犯等、社会に不安を与えるような反社会

的で重大な罪により罰せられた者
2. 犯罪の常習性が認められる者や再犯のおそれが払拭できない者
3. 社会生活適応困難者（ＤＶ加害者や社会規範を守れずトラブルが見込まれる者など）
4. 出入国管理の根幹を揺るがす偽装滞在・不法入国等の関与者で悪質と認められる者
5. 仮放免中の条件違反により、同許可を取り消し再収容された者
6. 難民認定制度の悪質な濫用事案として在留が認められなかった者
7. 退去強制令書の発付を受けているにもかかわらず、明らかに難民とは認められない理由で

難民認定申請を繰り返す者
8. 仮放免の条件違反のおそれ又は仮放免事由の消滅により、仮放免許可期間が延長不許可と

なり再収容された者



2019年10月1日付「送還忌避者の実態に
ついて」

送還を拒否している被収容者のうち有罪判決をうけている者

366人（2019年6月末日現在）

「仮放免を認めるべきではない」

予防拘禁では？



治安維持法による予防拘禁

再犯の虞が顕著な場合

裁判所の決定

期間は2年 更新には裁判所の決定必要

国会制定法による



治安維持法による予防拘禁統計（S16.5.16-
S20.5.31）
（荻野富士夫編「治安維持法関係資料集 第4巻」340頁 新日本出版社 1996年）
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2年以上は約250人！



（参考）昭和27年12月12日参議院法務委
員会
• 6か月を超えた収容はけしからん、どんな根拠があるのだと追求する伊藤

修議員の質問への鈴木一法務省入国管理局局長回答

• これは国際関係によりましても、その本国政府が当然受取るべき人たちで
ありまして、いつ引取るということになろうとも限らないのでありまして、
これが2年も3年も無期限に行かないのだ、帰れないのだということがはつ
きりしておりますれば、これはお話のような点はまさに問題になると思う
のでありますが、現在の状況におきましては、たまたま6ヵ月を過ぎたも
のがございますが、そう2年も3年も先でなしに、日韓会談はすぐにも妥結
するかも知らん。日韓会談が妥結しなくても、この強制送還に関する限り
すぐ受取るということになろうとも限らない。現に逆送還をされたものの
うちで、七名は帰りたいという熱烈の希望があるということが向うにわか
りまして、受取つた例もあるのでございまして、いつ何どき受取るとも限
りませんので、収容を続けておるわけでございます。



（参考）韓国の収容期間
合計

数 率 数 率 数 率 数 率
2013年 239人 90.9% 10人 3.8% 9人 3.4% 5人 1.9% 263人
2014年 225人 91.1% 11人 4.5% 5人 2.0% 6人 2.4% 247人
2015年 164人 83.2% 14人 7.1% 11人 5.6% 8人 4.1% 197人
2016年 272人 86.6% 21人 6.7% 9人 2.9% 12人 3.8% 314人
2017年 205人 86.9% 11人 4.7% 5人 2.1% 15人 6.4% 236人

【日本】
2019年6
月末現在
日本

合計

数 率 数 率
148人 11.8% 531人 42.4% 1253人574人 45.8%

180日未満

数 率

180日以上365日未満 365日以上

90日未満 90日以上180日未満 180日以上365日未満 365日以上



どうすれば良いか？

1

• 収容の目的を明記＋司法審査

• 収容の上限を定める

2

• 救われるべき難民申請者を救う制度改正

• 難民審査の迅速化と審査中の生活保障→「濫用者」のうまみを奪う

3
• アムネスティの実施（非正規滞在者の一斉正規化）



仮放免逃亡罪？

• 解明未了

• 原因不明では対策立てられない原因は？原因は？

• 法70条による処罰可能

• 最高裁H15.12.3（判タ1144.170）現行法現行法



仮放免中の逃亡と動静監視徹底との関係
• H27.09.18 退去強制令書により収容する者

の仮放免措置に係る運用と動静監視につい
て (通達）

今まで以上に仮放免の動静を中止し、被退
令仮放免者の生活状況等を常に把握する必
要がある

• H28.09.28 被退去強制令書発付者に対する
仮放免措置に係る適切な運用と動静監視強
化の徹底について（通達）

「一層適正な退去強制業務を遂行するため
には、仮放免の運用が一つの鍵を握ってい
る」
動静監視が不十分なので、「体制や手法に
工夫を凝らし、適切な運用に努めるよう徹
底願います。」



一斉正規化の例
• 近藤敦「一般アムネスティ・在留特別許可・特別アムネス

ティ」（近藤敦ほか編『非正規滞在と在留特別許可』2010年
明石書店）より



前科がある人の送還

排除

家族の結合等



（参考）ムスタキー対ベルギー(1991）
事案の概要

誕生 モロッコ国籍1963年

ベルギーに来た1965年
147の犯罪行為（82の悪質な窃盗、39の窃盗未遂、5
つの強盗など）で保護処分未成年時

22の罪を犯し収監1981年
釈放→10年間入国禁止を伴う退去強制命令（それま
では滞在許可あり）1984年



ムスタキ事件 判決要旨

• 本件退去強制は8条1項が保障する家族生活の尊重に対する干渉にあたる

• 8条2項で許容されるには、「民主社会における必要性」＝緊急の社会的必
要性、特に立法目的の追求と均衡することによって正当化されることの証
明が必要

• 原告の危険性がベルギーにとって受け入れがたいのは認められる。



ムスタキ事件 判決要旨
しかし 原告の犯罪行為が未成年時に行われたものである

退去命令が最後に罪を犯してから3年後になされた

そして 原告はそのとき16か月抑留されたが23か月近く自由の身だった

原告の近しい身内が長い間ベルギーに住んでいる

そのうち 一人はベルギー国籍である

うち3人がベルギー生まれ

原告は 20年ベルギーで家族と暮らしている

よって 退去強制が家族に深刻な影響を及ぼす

退去強制と立法目的との間の均衡を失している

結論 8条1項違反



ブルティフ対スイス（2001）
事案の概要

アルジェリアで出生1967

観光ビザでスイス入国1992

スイス国籍女性と結婚1993

武器不法所持、強盗、男性への暴行などで起訴1994

懲役2年の刑確定。服役。1997

在留期間更新申請拒否。訴訟するも敗訴。1998

無期限の入国禁止付き退去強制命令執行2000



判断要素

①
• 犯罪の性質と深刻さ

②
• 追放される国での滞在期間

③
• 関係者の国籍

④
• 申立人の家族状況（結婚の長さなど）



⑤
• 家族生活の真実性

⑥
• 配偶者が家族関係に入ったときに犯罪を知っていたか

⑦
• 子どもの有無・年齢

⑧
• 配偶者が申立人の国籍国で遭遇するであろう困難の深刻さ



検討 ①について
• 原告の犯罪は、将来の公の秩序と安全に対する脅威となるとい

う一定のおそれを生じせしめた
• 他方で

○収監される前はウェイターとしての職業訓練を受けていたこ
と
○塗装工として働いていたこと
○模範囚で釈放が早まったこと
○退去強制されるまでは庭師・電気工として働いていたこと
によって、その恐れは緩和された。



検討 ⑧について
• アルジェリアへ？

・妻は一度もアルジェリアで暮らしたことがない
・アラビア語も話せない。
→アルジェリアに妻が一緒に行くことは期待できない

• イタリアへ？
・原告がかつて暮らしていたイタリアにおいては、原告と妻が
適法に滞在できる保障無し。

• スイス以外で家庭生活を送ることは不可能



結論
• 原告の家族生活に深刻な障害を被らせ、原告の在留許可の更新

を拒否された時には、公の秩序に対する原告の危険性が、限定
的だったことを考えると、原告の家族生活を尊重される権利と
無秩序又は犯罪の防止との間で公平な番ランスが取られておら
ず、条約8条違反



Husseini対デンマーク事件（2014）
事案の概要

アフガニスタンで出生1986

パキスタンに逃れる1992頃

デンマーク入国。在留許可得る。1999

強盗、窃盗、詐欺未遂等で1年6月の禁固刑2002

強盗・強盗未遂 5年6月禁固刑・退去強制命令・再入国禁止2005

デンマーク人女性と結婚（現在は離婚）、難民申請2006

退去強制命令の撤回を求める訴訟で敗訴確定2008年6月

長男誕生（デンマーク国籍）2008年11月

監禁、脅迫により4年9月の禁固刑2010年4月

次男誕生（デンマーク国籍）2010年9月



資料
• 2019年12月 長期収容・「送還忌避者」問題解決のための共同

提言
• 収容関連国会議事録まとめ
• 諸外国における一般的アムネスティ



自由権規約23条・24条
• 23条
1 家族は、社会の自然かつ基礎的な単位であり、社会及び国
による保護を受ける権利を有する。

• 24条
1 すべての児童は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、国民
的若しくは社会的出身、財産又は出生によるいかなる差別もな
しに、未成年者としての地位に必要とされる保護の措置であっ
て家族、社会及び国による措置について権利を有する。



委員会の見解

•5年間執行さ
れていない

退去命令
の執行

•退去命令後
に子出生

事情変更



家族生活への干渉が正当化されるか

締約国の退去
理由の重大性

家族とその構
成員に生ずる

困難性



本件では？

国側
• 重大な犯罪で繰り返し有罪

• 公共の利益、公共の安全
家族側
• 子ども達はパシュトゥー語を話せない

• アフガニスタンにつながり無し

• 離婚後は母と暮らしていてアフガンには移れない

• 本人が帰国したら定期的な家族との繋がりは維持でき
ない



その上で
退去強制命令確定後に子ども達が生まれたこ
となど考慮せず
退去強制命令確定後に子ども達が生まれたこ
となど考慮せず

通報者の退去強制が子ども達の規約24条に定
める権利との整合性を考慮していない
通報者の退去強制が子ども達の規約24条に定
める権利との整合性を考慮していない

家族や子ども達が保護を受ける権利に対し必
要な考慮をしていない
家族や子ども達が保護を受ける権利に対し必
要な考慮をしていない

家族の分離は24条と合わせ読んだ23条1項に
反する
家族の分離は24条と合わせ読んだ23条1項に
反する


































